
 

 

報 告 第 ４ 号 

 

専決処分事項の報告及びこれの承認を求めることについて 

（三田市市税条例の一部を改正する条例の制定） 

 

税 務 課 

 

平成２３年６月３０日に現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備

を図るための地方税法等の一部を改正する法律が公布、一部施行され、高齢者の居住

の安定確保に関する法律の改正による高齢者向け優良賃貸住宅（知事の認可制）がサ

ービス付高齢者向け住宅（知事の登録制）に変わることに伴う固定資産税の減額措置

を受ける場合の申告規定の整備等がなされた。これに伴い、当該条例についても早急

に改正する必要が生じたため同日付けで専決処分したのでこれの承認を求めるもの。 

【趣  旨】 「現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための地方税法等

の一部を改正する法律（平成２３年法律第８３号）」が平成２３年６月３０日公布及び施

行されたことに伴い、市税条例の一部を改正する必要が生じたため、同日付で専決処分

するもの。 

 

【関係法令】 現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための地方税法等の

一部を改正する法律（平成２３年法律第８３号） 

 

【改正内容】 ●第３６条の３第２項関係 

●第３６条の４第１項関係 

 

●第６１条関係 

 

●付則第１０条の２第５項関係 

 

高齢者の居住の安定確保に関する法律の改正により、高齢者向け優良賃貸住宅（知事

の認可制）が、サービス付高齢者向け住宅（知事の登録制）に変わることに伴い、こ

れらに係る固定資産税の減額措置を受ける場合の申告規定を整備するもの。 

 

【施行期日（専決日）】 公布の日（平成２３年６月３０日）。ただし、付則第１０条の２第５項の改

正規定は、高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律の施

行の日 

【経過措置】 １ 改正後の三田市市税条例の規定中固定資産税に関する部分は、平成２３年度以後

の年度分の固定資産税について適用し、平成２２年度分までの固定資産税について

は、なお従前の例による。 

       ２ 改正後の三田市市税条例付則第１０条の２第５項の規定は、上記施行期日のただ

し書に定める日以後に新築される同項（改正後の三田市市税条例付則第１０条の２

第５項）に規定する貸家住宅に対して課すべき平成２４年度以後の年度分の固定資

産税について適用し、高齢者の居住の安定確保に関する法律の施行の日から上記施

行期日のただし書に定める日の前日までの間に新築された上記施行期日のただし書

に掲げる規定による改正前の地方税法附則第１５条の８第４項に規定する高齢者向

け優良賃貸住宅である貸家住宅については、なお従前の例による。 

 

字句の整理（言い回しの改正） 

地方税法の改正に伴う引用条文の変更 


